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Ⅰ 見直しの趣旨（令和８年度見直し） 

 

１ 見直しの趣旨 

 

鹿児島市交通事業経営計画については、経営環境の変化に対応し、また、安全で安定的

な運行に向けて必要な人員の確保や施設・設備の整備への投資等に速やかに取り組むため、

令和７年度に見直しを行ったところです。 

しかしながら、その後の燃料費をはじめとする物価の高騰や人件費の増に伴い増大する

運行経費への対応に加え、バスの管理の委託終了等により、路線・ダイヤを維持するため

のバス運転士の確保が必要であることから、8 年度中に再度計画を見直し、9 年度にバ

ス運賃を改定するなど、引き続き各面からの増収対策及び経費削減に取り組むことで、経

営の安定化を図るとともに、市電・市バスの安全で安定的な運行を維持し、サービスを持

続的に提供しようとするものです。  

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 計画期間における具体的な取組 

 

１ 安全運行の推進 

 

(2) 安全運行に向けた必要な人材の確保 

 

施策№５  市電市バス運転士の確保 ＜Ｒ７新規＞＜Ｒ８見直し＞ 

路線の維持と安全運行を支える人材の安定確保に向けて、また、バスにおいては令和

８年度末での北・桜島営業所の管理の委託終了も踏まえ、電車・バス運転士の採用を積

極的に進めます。 

 

２ 快適で便利なサービスの提供 

 

(3) 利用者の利便性の向上 

 

施策№29  キャッシュレス運賃決済の導入検討 ＜Ｒ２拡充＞＜Ｒ４拡充＞＜Ｒ８拡充＞ 

民間のバス事業者と連携して導入した独自のＩＣ乗車カード「ラピカ」の機器等の老

朽化や、交通系ＩＣカード全国相互利用サービスに関する要望への対応等を図るため、

技術革新が進む様々なキャッシュレス運賃決済の導入（R４年度 クレジットカードタ

ッチ決済導入）（Ｒ８年度 二次元コード決済導入）やＩＣＴの更なる活用に取り組む

とともに、引き続き今後の運賃決済のあり方について検討します。 

＜主な見直し①＞ 

令和８年度に計画見直しに取り組む理由・背景を整理した上で、見直しの趣旨を修正しま

した。                              【全体版の P1】 

＜主な見直し②＞ 

計画期間における具体的な取組について見直しを行いました。 

                           【全体版の P３６～４６】 
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３ 経営基盤の強化 

 

(2) 経費節減 

 

施策№40  北・桜島営業所の管理の委託の実施 ＜Ｒ７見直し＞＜Ｒ８見直し＞ 

運行経費の削減を図るため、引き続き、北・桜島営業所の管理の委託を実施します。

合わせて、安全運行や利用者サービスの維持・向上に資するため、継続的に指導・監督

を行い、受託者の業務改善を促します。なお、令和８年度で管理の委託は終了し、９年

度以降は直営で運行管理を行います。 

 

(3) 増収対策 

 

施策№46  運賃の見直し ＜Ｒ２新規＞＜Ｒ３見直し＞＜Ｒ７見直し＞＜Ｒ８見直し＞ 

市電が本市のまちづくりと市民生活を支える公共交通機関としての役割を担い、人員

の確保や老朽化した施設・設備の整備等により安全かつ安定的な運行を維持するととも

に、将来にわたりサービスを安定して提供し続けるため、令和 8 年 8 月に運賃改定を行

います。（Ｒ８年度 改定済） 

市バスにおいては、燃料費をはじめとする物価高騰や人件費の増による財政への影響

を踏まえ、9 年 8 月に運賃改定を行います。 

また、計画期間中に、市電・市バスとも、資金や収支状況を踏まえながら適宜運賃に

ついての検討を行います。 

 

４ 公営交通事業者としての役割を踏まえた事業推進 

 

(1) 交通施策との連携 

 

施策№62  公共交通不便地対策との連携 

交通政策の一環として市が取り組んでいる公共交通不便地対策において、現在交通局

が担っている「あいばす」の安定的な運行を行い、生活路線の維持・確保を図ります。

（R8 年度末で運行終了） 

 

施策№63  路線バスと市電及び各交通機関との結節機能の向上等 ＜Ｒ３拡充＞ 

市電及び JR との結節機能を高めるフィーダー路線（１４番谷山線、１７番宇宿線、

１８番大学病院線）、及び桜島フェリーと結節する６０番桜島線について、本市の地域

公共交通ネットワーク再構築等を踏まえ、効率的な運行を図ります。（「１７番宇宿線

」はＲ８年度末で運行終了の予定） 

 

(3) まちづくり施策との連携 

 

施策№72  都市計画との連携 ＜Ｒ７見直し＞＜Ｒ８見直し＞ 

かごしまコンパクトなまちづくりプラン（立地適正化計画）に基づき、コンパクトな

市街地の形成に資するよう関係部局と連携しながら、持続可能な公共交通体系の構築に

向けて、公営交通としての役割を果たします。 

＜Ｒ７見直し＞ 
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Ⅲ 財政見通し 

 

１ 市バスの運賃改定を行わない場合の財政見通し 

市バスの現行運賃を維持しながら事業を継続した場合、計画期間内における両事業合計での

収支均衡の達成は厳しく、毎年度赤字が発生する状態が続きます。 

また、令和１０年度には資金不足比率が経営健全化基準の２０％を超え、その後も年を追う

毎に経営状況が悪化していくことが見込まれます。 

 

 

 

 

 

≪算定条件≫ 

(1) 収 入 

① 人口の将来推計に基づく人口予測や沿線人口の推移を踏まえた利用者数 

② 敬老パス制度の見直しに伴い、令和 9 年 2 月から敬老パスの利用者負担割合を現行の１／３から 

2／３に変更 

③ バス路線の再編による利用者減少の影響について、令和９年度においては運輸送収益の３％、その

後においては毎年度１％ずつの減収を見込む。 

(2) 支 出 

① 令和 9 年度以降は、管理の委託終了に伴う減額と直営での運行管理に要する経費を計上 

② 令和６年度から特別減収対策企業債の元金償還を開始 

 

なお、資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を策定し、こ

れに基づく経営改善に取り組むこととなりますが、国による制度的な指導のもとで、運賃見直

しのほか、路線・ダイヤの削減や車両・設備の更新時期の見直し等を求められ、利用者の負担

増や利便性・快適性の低下につながる可能性があります。 

 

 

２ 市バスの運賃改定（令和９年８月実施）を反映した財政見通し 

 

市バスの運賃改定（令和９年８月に普通料金を大人２５０円、小児１３０円に改定）を実施

することで、９年度は約７千万円、１０年度以降は毎年度約 1 億円の増収効果が見込めます

が、それでもなお令和１０年度には、資金不足比率が経営健全化基準の２０％を超える見通し

です。 

 ※「１ 市バスの運賃改定を行わない場合の財政見通し」の算定条件に加え、事業収益に 

ついて、令和９年 8 月に市バス運賃を大人 2５０円（現行２３０円）、小児１３０円（ 

現行１２０円）に引き上げるものとして算定（定期券や企画乗車券の料金引き上げも想 

定 ）。 

＜主な見直し③＞ 

経営環境の変化等による財政への影響や令和９年度における市バスの運賃改定等を踏まえ

て財政見通しを見直しました。               【全体版の P４７～４８】 

現計画から修正 
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                        （単位：百万円 税込） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※令和７年度は決算額、８年度は当初予算額（年度末資金残は７年度決算額を反映）、９年度～13 年度は推計

額 

※百万円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合がある 

 

３ 経営改善に向けた対策 

 

令和１0 年度以降において、両事業合計での資金不足比率を経営健全化基準内に留めながら

持続可能な経営基盤の確立を図るためには、毎年度さらに５億円を超える収支改善が必要にな

るものと見込んでいます。 

このことから、経営改善に向け、計画期間内に以下の取組を実施することにより、中長期的

に安定した事業運営を目指します。 

 

(1) 収 入 

① 毎年度の収支や資金状況、直近の市電・市バスの運賃改定による効果を踏まえながら、

計画期間内における市電・市バスの運賃改定をはじめ、さらなる増収対策を検討します。 

② 貸切バスの利用促進に積極的に取組み、運輸送収益の拡大につなげます。 

(2) 支 出 

事務事業の見直しや DX 化の推進により、経費節減の徹底を図ります。 

 

 

現計画から修正 
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Ⅳ 計画の進行管理等 

 

令和２年度から３年度までの２年間を第１期、４年度から７年度までの４年間を第２期、８

年度から１０年度までの３年間を第３期、１１年度から１３年度までの３年間を第４期と位置

づけ、定期的に見直しを行うほか、計画に掲げる経営理念や経営方針、基本目標等を堅持しつ

つ、経営環境の変化や新たな課題等に的確に対応するため、必要に応じて計画内容の見直しを

行い、計画の実効性の確保を図ります。 

  また、取組の進捗や局の経営状況等については、ホームページ等で公表し、「見える化」を

図ります。 

 

＜計画期間＞ 

 

 

 

＜主な見直し＞ 

経営理念や経営方針、基本目標等を堅持しつつ、経営環境の変化や新たな課題等に的確に

対応するため、計画上の見直し時期以外にも必要に応じて計画内容の見直しを行い、計画の

実効性の確保を図ることとしました。               【全体版の P４９】 


